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１．はじめに

○中央教育審議会答申「今後の地方教育行政のあり方について」（平成10年）では、学校

教育目標とそれに基づく具体的教育計画及びその実施状況についての自己評価を、そ

れぞれ保護者や地域住民に説明することが必要であると提言され、その具体的改善方

策として「教育目標や教育計画等を年度当初に保護者や地域住民等に説明するととも

に、その達成状況等に関する自己評価を実施し、保護者や地域住民に説明するように

努めること」が示された。

○これらの提言等を受け、さらなる学校評価の推進を図るため、平成19年６月に学校教

育法、同年10月に学校教育法施行規則の改正により、自己評価・学校関係者評価の実

施・公表、評価結果の設置者への報告に関する規定が新たに設けられた。

○この法改正を受けて、各学校や設置者における学校評価の取組の参考に資するために

平成20年には従前のガイドラインを改訂した「学校評価ガイドライン〔改訂〕」を作成

し、平成22年には学校の第三者評価の在り方に関する記述を充実させた「学校評価ガ

イドライン〔平成22年改訂〕」を作成したところである。

○そのガイドラインにおいて学校評価の目的は、「①各学校が、自らの教育活動その他の

学校運営について、目指すべき目標を設定し、その達成状況や達成に向けた取組の適

切さ等について評価することにより、学校として組織的・継続的な改善を図ること。

②各学校が、自己評価及び保護者など学校関係者等による評価の実施とその結果の公

表・説明により、適切に説明責任を果たすとともに、保護者、地域住民等から理解と

参画を得て、学校・家庭・地域の連携協力による学校づくりを進めること。③各学校

の設置者等が、学校評価の結果に応じて、学校に対する支援や条件整備等の改善措置

を講じることにより、一定水準の教育の質を保証し、その向上を図ること。」とされて

いる。

○このような１０年近くにわたる取組の中で、平成23年7月に学校運営の改善の在り方に

関する調査研究協力者会議「子どもの豊かな学びを創造し、地域の絆をつなぐ―地域

とともにある学校づくりの推進方策―」の提言がまとめられた。地域とともにある学

校については，学校と地域の相互理解と信頼関係をもとに，めざす子ども像の共有を

図り，教育活動や学校運営への地域の参画を通して，その実現をめざす学校のために、

①当事者意識を有する関係者による「熟議（熟慮と議論）」、②学校と地域の人々の協

働、③学校の組織として力を発揮する「マネジメント」が欠かせないとされ、そのよ

うな学校づくりを図るための国のなすべき推進方策のひとつとして、学校運営の必須

ツールとしてすべての学校で実効性のある学校関係者評価の実施が提案された。

○一方、充実した学校関係者評価を実施するためには、その前提として自己評価の充実

が必要であり、一定の普及は図られているものの実効性ある自己評価の実施が行われ

ていないとの指摘もあることから、平成23年６月に実効性のある学校評価の在り方に

ついて検討するワーキンググループを設置し、学校評価の実施に伴う負担感の軽減や

学校評価の結果に基づく学校運営改善への教育委員会の支援、その他学校評価の実質

化のために必要となる事項などについて議論を重ね、今回とりまとめることとなった。

○このまとめは、これまでの学校評価にかかる取組の現状と課題を踏まえ、学校評価の
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取組の推進主体である学校やその学校を設置し管理する教育委員会等に対して、より

実効性の高い学校評価の取組の参考となるような具体的な方策を示すものである。

○なお、このまとめは市区町村立の小学校及び中学校を念頭に置いて記載しているが、

幼稚園、高等学校、中等教育学校、特別支援学校については、その特性を踏まえた取

組の参考としていただきたい。

○また、私立学校については、公立学校とは異なる設置形態、学校運営の仕組みとなっ

ているが、今後このまとめを参考としつつ、私立学校の特性を踏まえた学校評価の充

実方策について、私学関係者における積極的な検討を期待したい。

２．学校評価の現状

○文部科学省が実施した学校評価等実施状況調査（平成20年度間）によると、学校関係

者評価の実施は努力義務が課されているが、学校関係者評価は81%の公立学校において

実施している。

○学校評価を実施した学校の概ね全てが、学校評価は学校の現状・課題の把握やそれに

基づく学校運営の改善に役立つものであったと回答している。

○自己評価の評価項目は、教育目標、学習指導、安全管理、保護者・地域住民等との連

携、生徒指導、教育課程といった項目がそれぞれ85％以上となっているが、情報提供

（61.6％）や学校評価（48.6％）を評価項目としている割合は必ずしも高くない。（図

１）

○学校関係者評価委員の活動内容は、学校行事の参観や校長等管理職との対話、授業参

観を導入し、評価の際の参考としている学校がそれぞれ80％を超えているが、委員が

保護者から意見聴取する学校は33.4％にとどまる。（図２）

○外部アンケートは、自己評価を行う上で、目標の設定・達成状況の把握や取組の適切

さについて評価する資料として活用するために実施しているものであるが、95%の公立

学校において実施し、アンケートの項目は、学校教育活動への満足度、学校行事、授

業方法などの項目がそれぞれ80％を超えている。（図３）

○学校に関する情報の提供方法は、学校便り等に掲載して配布（93.5％）、ホームページ

等に掲載（62.4％）、保護者等に対して直接説明する機会を設ける（51.2％）など、積

極的な方法をとる例が多いが、地域の掲示板や広報誌等に掲載する(21.8％)学校は少

ない。（図４）

○情報提供の内容は様々であるが特に、年間の行事予定、学校の教育目標がそれぞれ90

％を超えているが、学力調査等の結果（42.9％）、運動・体力調査等の結果（28.7％）、

卒業生の進路の状況（26.7％）など学校がもつ客観的データの情報提供には積極的で

はない。（図５）

○教育委員会が自ら設置する学校の学校評価（自己評価）についての取組は、統一的な

評価書様式を作成している教育委員会の割合は、都道府県教育委員会で71.9％である

が、市区町村教育委員会では25.7％となっている。共通した評価項目や指標を設定し

ている割合は、都道府県教育委員会で46.9％、市区町村教育委員会では29.5％となっ

ているおり、評価結果を分析している割合は都道府県教育委員会で70.3％、市区町村

教育委員会では44.1％となっている。（表１）
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図１ 自己評価の評価項目

図２ 学校関係者評価の活動内容
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図３ 外部アンケート等の項目

図４ 学校の情報提供の方法
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図５ 学校における情報提供の内容

表１ 教育委員会における学校評価に関する取組

学校における情報提供の内容（国公私立学校合計）
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